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病院概要

・開設日 大正８年３月１５日

・開設者 社会福祉法人恩賜財団済生会

・所在地 福岡県福岡市中央区天神

・建物 地上１４階（屋上ヘリポート）

・標榜科 ２５診療科
内科・呼吸器内科・消化器内科・循環器内科
脳神経内科・心療内科・精神科・外科
呼吸器外科・血管外科・消化器外科・心臓血管外科
脳神経外科・乳腺外科・整形外科・形成外科
婦人科・眼科・耳鼻咽喉科・頭頸部外科・放射線科
泌尿器科・麻酔科・病理診断科・救急科

理 念

地域社会の皆さまや先生方に信頼され
真の満足をしていただける病院づくり

基本方針

・済生の心で医療・福祉に貢献します
・良質で安全な医療を提供します
・救急医療を充実し、高度専門医療を推進します
・地域医療連携を積極的にすすめます

福岡市の中心である天神・中洲の地で、地域に密着した医療・福祉活動を推進

2023年11月1日時点
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病院概要

１．主な指定

・福岡地区３次救急医療機関

・地域医療支援病院

・地域がん診療連携拠点病院

・厚生労働省指定臨床研修病院

・福岡県災害拠点病院

・DPC特定病院群

・日本国際病院（JIH）

・福岡県新型コロナウイルス感染症重点医療機関

３．病院実績（2022年度）

・新入院患者数 9,738人（年）

・病床利用率 73.6％

・平均在院日数 10.5日

・入院診療単価 106,482円

・紹介率 82.8％

４．職員数 961名

医師 150名

（初期臨床研修医） ２３名

（専攻医） ２３名

２．病床数 373床

・７:１病棟の急性期一般病棟 ３14床

・救命救急センター 38床

・ICU ４床

・SCU ９床

・HCU ８床

2023年11月1日時点
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病院概要（疾患構成）
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当院は地域の中で「高度専門医療」「救急医療」を担う。近年ではTAVIやWATCHMANなどの
カテーテル治療も開始した。 2022年度にはハイブリッド手術室を増設し、さらなる選択と集中を図る。

病院概要（救急車搬入件数・手術件数推移）
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働き方改革に対する基本方針

意識改革
-納得しないと人は動かない-

経営トップのメッセージ

労務管理研修の実施

労働時間に関するガイドライン策定 など

制度改革
-無理をつくらないための仕組みづくり-

労働時間短縮（土曜休診・時間内病状説明）

救急部門に変形労働時間制を導入

兼業の許可制 など

業務改革
-業務プロセスを見直す-

タスクシフト/シェアの推進

医療スタッフの活躍

術者・第一助手の負担軽減 など

ICTの利活用
-労働生産性向上のために-

統合型人事システムの活用

iPadを用いた遠隔読影 など

４つの視点で総合的に働き方改革に取り組む
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2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

取組みの沿革①

意識改革

・病院長より働き方に関するメッセージ発信
・業務と研鑽の定義を定めて周知

・済生会福岡総合病院
労働時間に関するガイドライン策定

※2021年度以前の取り組みについては「令和３年10月27日開催トップマネジメント研修資料」に掲載しています

働き方改革関連法施行

・推奨退勤時間の設定

・意識改革効果測定
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2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

取組みの沿革②

制度改革

・土曜休診
・チーム医制の推進
・時間内の病状説明
・ワーキンググループ立ち上げ

・日当直体制の見直し
・兼業届の義務化

・ワーキングチームの委員会化
・産科、小児科の廃止

働き方改革関連法施行

※2021年度以前の取り組みについては「令和３年10月27日開催トップマネジメント研修資料」に掲載しています 8



取組みの沿革②

補足：日当直体制の見直し

宿日直許可取得から年月が経過していたため、夜間業務の実態調査を行ったうえで実態に即し
た勤務の取り扱いに変更し宿日直許可を再取得
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取組みの沿革②

補足：兼業届の義務化

提携病院で兼業する際、従事する医師本人に「兼業届」の提出を義務づけ、提携病院で
宿日直に従事する場合は、提携先病院へ労基署の宿日直許可を取得するよう要請。
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済生会
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15の医療機関で宿日直業務に従事

兼業する医師に届出を義務
兼業先医療機関へ

宿日直許可の取得を要請

労働基準監督署

宿日直
許可

提携
病院

取得 取得 取得 取得 取得 取得 取得 取得 取得 未取得
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2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

取組みの沿革③

業務改革

業務と研鑽の区別を強化
（研鑽場所から業務用PCを撤去）

・タスクシフト／シェアと推進と拡大

働き方改革関連法施行

※2021年度以前の取り組みについては「令和３年10月27日開催トップマネジメント研修資料」に掲載しています11



取組みの沿革③

補足：タスクシフト／シェアの推進と拡大

※2021年度以前の取り組みについては「令和３年10月27日開催トップマネジメント研修資料」に掲載しています12



2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

取組みの沿革④

ICTの利活用

・ICカードを用いた出退勤時間の記録
・勤怠管理システムの利用開始
・iPadを用いた遠隔読影開始

・人事・給与・就労総合管理システムを導入

・Microsoft Teamsの導入開始

働き方改革関連法施行

・AI問診の導入開始

※2021年度以前の取り組みについては「令和３年10月27日開催トップマネジメント研修資料」に掲載しています13



取組みの沿革④

補足）iPadを用いた遠隔読影

平成28年度および平成30年度の診療報酬改定により勤務場所に関する要件緩和

年間あたりの遠隔読影 総件数の推移

2017年10月に
導入開始

(単位：件）

183

631
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新しい取り組み①

AI問診の導入

試験的に「総合診療科」外来と「脳卒中センター」外来に2023年3月より導入開始
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新しい取り組み①

AI問診の流れ
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新しい取り組み①

AI問診の導入効果

総合診療科脳卒中センター

外来到着から問診まで1件あたり「15分～20分」程度の時短
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新しい取り組み①

AI問診導入後の反応（関係スタッフの声）

外来改善プロジェクトチーム調べ
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新しい取り組み②

推奨退勤時間の設定

翌日の勤務開始
翌8:30

連続勤務時間制限１5時間 インターバル9時間

終業
17:00 23:30

退勤推奨

19:00

始業
8:30

連続勤務時間制限と勤務間インターバルを遵守し、長時間労働を防止するため推奨退社時
間を設定。タイムマネジメント意識の向上を図る。

※休日は、重症患者対応や緊急手術を除き、勤務を２時間までとする。

19



新しい取り組み②

設定後の効果

退勤時間の変化

・19時台以降が減少し、17時～18時台の退勤率が微増
・タイムマネジメント意識の兆し？

各年度４月～9月の平日（休暇、当直日は除外）における退勤時間帯別の割合

69％

73％
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新しい取り組み③

意識改革の効果測定

Q：令和６年度から医師の労働時間上限
規制が始まることをご存じでしたか？

Q.あなたは当院において自身に適用される
予定の上限時間をご存知でしたか？

１．測定方法：在籍する全ての医師から働き方改革関連情報の認知や業務負荷に関するヒアリングを実施
２．実施時期：令和５年7月
３．対象数：151名
４．回答者数：63名（回答率41％）

・８～9割の医師が上限規制に関する情報を認知しており、
啓蒙活動など意識改革の効果を確認 21



取り組みの結果①

月間 残業時間数（医師1人あたり平均）の推移

2019年4月
働き方改革関連法施行 2020年4月 日当直の一部または全てを

時間外勤務として取り扱う運用に変更

2017年4月
病院長からのメッセージ

発信

2018年4月
院内ワーキングチーム

発足

最長76時間

最長52時間

22



取り組みの結果②

特例水準対象科別の現況

特例水準の種類 対象診療科

A水準 原則 下記 診療科以外

B水準
地域医療のために
必要な救急診療

整形外科・心臓血管外科・感染症内科・循環器内科
外科・脳神経外科

C水準 初期臨床研修医 臨床教育部

当院における特例水準対象診療科

水準対象科別の残業時間数の推移を示す
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取り組みの結果②

年間 残業時間数（科別1人あたり平均）の推移

A水準対象診療科の平均

一時的に増加するも2022年度に減少に転じる

単位：時間
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取り組みの結果②

年間 残業時間数（科別1人あたり平均）の推移

・2018年度に一時的に減少
・2020年度をかけて増加するも以降は
減少傾向

整形外科 心臓血管外科

・2017年度以降、増加傾向
・2020年度以降は高止まり

単位：時間単位：時間
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取り組みの結果②

年間 残業時間数（科別1人あたり平均）の推移

外科 脳神経外科

・年度によりばらつきあり
・2020年度以降は当直体制の変更の
影響により増加傾向

・960h前後で推移
・単発的に月80hを超える場合あり

単位：時間単位：時間

26



取り組みの結果②

年間 残業時間数（科別1人あたり平均）の推移

感染症内科

・コロナ禍の影響により2021年度にピーク

※2019年度以前は内科臓器別の統計データなし

循環器内科

・2017年度以降減少傾向
・2020年度以降は日当直体制の変更の
影響により微増

単位：時間単位：時間
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取り組みの結果②

年間 残業時間数（科別1人あたり平均）の推移

初期臨床研修医

2020年度より日当直の取扱変更により
時間外・休日勤務を認める運用を開始

2020年度以降、右肩あがりで上昇

単位：時間
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取り組みの結果②

年間 残業時間数（科別1人あたり平均）の推移

A水準対象診療科 B・C水準対象診療科

2022年度に減少に転じる 2018年度以降、増加傾向
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取り組みの結果③

月間 残業時間数 155 時間超（※）の延人数推移

30

27名

0名

2017年度以降は「0」名

※年換算1860時間超



今後の課題

粘り強く意識改革を
進める

特例水準対象診療科の
根本的な問題に取り組む

※根本的な問題の例
①人員不足
②病棟業務の効率化
③夜間の救急体制
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まとめ

医師の働き方改革はこれからが本番

地域医療構想

医師の偏在

対策

医師の

働き方改革

国の三位一体改革 当院は総合的に働き方改革に取り組んだ結果、
残業155時間超の者を「ゼロ」に。
残業時間の減少にも一定の成果あり。

しかし、特例水準の長時間労働解消には、
夜間の救急医療など、根本的な問題が絡む

地域の医療機関全体で役割分担を行い、
連携を推進する必要があるのではないか。

（「集約と連携」）
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